
法令及び当社定款の規定に基づき、上記の事項につきまして
は、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面へ
の記載を省略しております。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかか
わらず、株主の皆様に電子提供措置事項記載事項から上記事項
を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第35回定時株主総会招集ご通知に際しての

電子提供措置事項

■連結計算書類

　連結注記表

■計算書類

　個別注記表

第35期

（2022年８月１日から2023年７月31日まで）

株式会社ニッソウ



連結注記表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の状況

・連結子会社の数 ２社

・主要な連結子会社の名称 日本リゾートバンク株式会社

株式会社ヤナ・コーポレーション

・連結の範囲の変更 設立出資により、日本リゾートバンク株式会社を

連結の範囲に含めております。

株式会社ヤナ・コーポレーションの全株式を取得

したことにより、当連結会計年度から連結子会社

としております。

②非連結子会社の状況

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

①持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 １社

・主要な会社等の名称 株式会社安江工務店

・連結の範囲の変更 株式会社安江工務店の株式を取得したことによ

り、当連結会計年度から持分法適用会社としてお

ります。

②持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称 匠屋本鋪有限公司

・持分法を適用しない理由 各社の当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対

象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

a.その他有価証券

・市場価格のない株式等以外 時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処

　のもの 理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用

しております。
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建物 ４年～39年

b.棚卸資産

・未成工事支出金 個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を

採用しております。

・販売用不動産 個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を

採用しております。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

a.有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

b.無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

c.リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

③繰延資産の計上基準

　株式交付費 株式交付費は、支出時に全額費用処理しておりま

す。

④重要な引当金の計上基準

a.貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

b.賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の

うち当事業年度の負担額を計上しております。

c.株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、

株主優待の利用実績に基づいて、将来発生見込額

を計上しております。
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完成工事高 4,044,770千円

⑤退職給付に係る会計処理の方法

　一部の連結子会社は確定拠出型の制度として中小企業退職金共済制度を採用してお

り、当該制度に基づく要拠出額をもって費用処理しております。

⑥重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループでは、主たる事業であるリフォーム事業においては、顧客との工事

請負契約に基づき、施工を行い引き渡す義務を負っております。工事請負契約につ

いては、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間に

わたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りは各

工事単位で材料費及び外注費の見積工事原価総額に対する発生原価の割合（インプ

ット法）によっております。

　また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないものの、

発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識し

ております。

⑦のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、５年間の定額法により償却しております。

⑧その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

　譲渡制限付株式報酬制度に基づく報酬は、報酬債権を付与日における公正価値に

基づいて測定し、対応する金額を資本の増加として認識するとともに、報酬費用を

対象勤務期間にわたって費用として認識しております。譲渡制限付株式報酬の公正

価値は、付与した当社の公正価値を参照して測定しております。

２. 会計上の見積りに関する注記

一定の期間にわたり履行義務を充足する工事契約に関する収益認識

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

　一定期間にわたり充足される履行義務のうち、合理的な進捗度の見積りができる

ものについては、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益

を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度は、各工事単位で材料費及び外

注費の見積工事原価総額に対する発生原価の割合（インプット法）で算出し、完成

工事高は当該進捗度に工事収益総額を乗じて算出しております。
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(1)有形固定資産の減価償却累計額 108,759千円

貸出コミットメントの総額 600,000千円

借入実行残高 400,000千円

借入未実行残高 200,000千円

当連結会計年度

期首株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度

末株式数

発行済株式

　普通株式 1,049,000株 39,700株 － 1,088,700株

　　合計 1,049,000株 39,700株 － 1,088,700株

自己株式

　普通株式 370株 346株 － 716株

　　合計 370株 346株 － 716株

②主要な仮定

　一定の期間にわたり履行義務を充足する工事請負契約に関する収益認識の基礎と

なる工事原価総額は、資材や外注費等の市況や工事進捗に伴う個別のリスク要因等

を考慮し見積りを行っております。これらの見積り及びその基礎となる過程は継続

して見直しを行っております。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　工事は案件ごとに仕様や工期が異なる個別的なものであり、主要な仮定には不確

実性が伴います。そのため工事の進捗に伴い主要な仮定に変動が生じた場合、翌連

結会計年度の連結計算書類において認識する完成工事高の計上に影響を与える可能

性があります。

３. 連結貸借対照表に関する注記

(2)コミットメントライン契約

　当社では安定的かつ機動的な資金の確保のため、取引銀行３行とコミットメント

ライン契約を締結しております。当連結会計年度末におけるこれらの契約に関わる

借入未実行残高は次のとおりであります。

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

　発行済株式に関する事項

（注）1．発行済株式の総数の増加は、2022年８月16日を払込期日とするオーバーアロッ

トメントによる売出しに関連して行った第三者割当増資による新株発行による

ものであります。

２．自己株式の数の増加は、当連結会計年度において単元未満株式の買取請求によ

る146株の自己株式の取得および退職した従業員に付与されていた譲渡制限株式

200株の権利失効による無償取得をしたことによります。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券 37,549 37,549 －

関係会社株式 342,164 351,654 9,489

資産計 379,713 389,203 9,489

長期借入金　※３ 112,598 109,814 △2,783

負債計 112,598 109,814 △2,783

５. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは資金運用については、短期的な預金等及び安全性の高い金融資産

を余資運用し、投機的な取引は行わない方針であります。運転資金が自己資金で賄

えない場合については主に銀行等金融機関から必要な資金を調達する方針でありま

す。

②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である完成工事未収入金は、顧客の信用リスクが存在します。営業債務

である工事未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であり、資金調達等に

より流動リスクが存在します。

　投資有価証券及び関係会社株式は主に投資先企業の株式であり、市場価格の変動

リスクに晒されております。

③金融商品に係るリスク管理体制

a.信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権である完成工事未収入金は、担当者が所定の手続に従い、債権回収の状

況を定期的にモニタリングして、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図って

おります。特に金額等の重要性が高い取引については、経営会議において当該取引

実行の決定や回収状況の報告が行われております。

b.市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券及び関係会社株式については、定期的に時価や発行体の財務状態等

を把握し、継続的なモニタリングを行っております。

c.資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の

管理

　営業債務である工事未払金は、月次単位での支払予定を把握するとともに、手許

流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）
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区 分 連結貸借対照表計上額

関係会社株式（非上場株式） 4,629

レベル１の時価 ：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関す

る相場価格により算定した時価

レベル２の時価 ：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン

プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価 ：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時

価

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 37,549 － － 37,549

資産計 37,549 － － 37,549

　※１.2023年７月31日における連結貸借対照表において金融商品として、「現金及

び預金」「完成工事未収入金」「工事未払金」「短期借入金」を計上してお

ります。「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間

で決済されるため注記を省略しております。また、「完成工事未収入金」

「工事未払金」「短期借入金」は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似することから、注記を省略しております。

　※２.非上場株式については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表には含めておりません。当該金融商品の連結貸借

対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）

　※３.１年以内に返済予定の長期借入金を含めております。

(3) 金融商品の時価の適切なレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品

（単位：千円）
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時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

関係会社株式 351,654 － － 351,654

資産計 351,654 － － 351,654

長期借入金 － 109,814 － 109,814

負債計 － 109,814 － 109,814

（単位：千円）

当連結会計年度

リフォーム事業

原状回復工事 2,021,262

リノベーション工事 1,551,079

ハウスクリーニング・入居中メンテナンス工事 111,855

その他 360,572

計 4,044,770

その他 121,742

顧客との契約から生じる収益 4,166,512

外部顧客への売上高 4,166,512

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品

（単位：千円）

投資有価証券及び関係会社株式

　上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取

引されているため、レベル１の時価に分類しております。

長期借入金

　長期借入金は固定金利によるものであり、一定の期間ごとに区分した当該長期借入

金の元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。

６. 収益認識に関する注記

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは主たる事業であるリフォーム事業の施工実績を工事区分別に記載して

おります。

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　当社グループのリフォーム事業においては、顧客との工事請負契約に基づき、施工

を行い引き渡す義務を負っております。

　当社グループの施工方法の判断及び施工管理の下、当社グループの外注先である各

工事分野の専門施工会社が工事を行っております。また、当社グループは、各工事単
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（単位：千円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 365,081

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 427,833

契約資産（期首残高） 112,321

契約資産（期末残高） 143,091

契約負債（期首残高） 8,681

契約負債（期末残高） 54,352

位で工事請負契約に基づく契約価格及び見積総工事原価を管理しており、主要な工事

原価は材料費及び外注費であります。取引の対価は、そのほとんどの取引において顧

客の検収後、２ヶ月以内に受領しており、契約に重大な金融要素は含まれておりませ

ん。

　一定期間にわたり充足される履行義務に係る進捗度の見積りは、工事の施工を外注

専門施工会社が行っている実態を踏まえ、財又はサービスの移転の忠実な描写となる

よう、各工事単位で材料費及び外注費の見積工事原価総額に対する発生原価の割合

（インプット法）によっております。

　顧客との工事請負契約上、顧客に販売手数料を支払う場合があり、顧客に支払われ

る対価に該当します。顧客に支払われる対価は、上記進捗度に応じて完成工事高から

減額しております。

　工事請負契約の期間がごく短い場合は、完全に履行義務を充足した時点で収益を認

識する代替的な取扱いが認められておりますが、当社においては適用しておりませ

ん。

　なお、工事請負契約において、引渡し後、契約不適合責任期間内に生じた工事の欠

陥に対して無償で修理等を行う義務を有しております。当該義務は、工事が顧客との

契約に定められた仕様に従って意図したとおりに機能するという保証を顧客に提供す

るものであるため、完成工事補償引当金として計上することになります。しかしなが

ら、当社グループにおいては、発生実績が乏しく、金額的な重要性が認められないこ

とから、完成工事補償引当金は計上しておりません。

(3)顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの

関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降

に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

①契約資産及び契約負債の残高等

（注）１．契約資産は、一定の期間にわたり収益を認識する工事請負契約におい

て、期末日時点で充足した履行義務のうち、未請求の対価に対する当社
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(1) １株当たり純資産額 1,359円41銭

(2) １株当たり当期純利益 63円92銭

グループの権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当

社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権

に振り替えられます。当該工事に関する対価は、原則として契約に基づ

き履行義務を完全に充足したのち、一定期間経過後に受領しておりま

す。契約資産の増減は主として収益認識（契約資産の増加）により生じ

るものであります。

２．契約負債は、一定の期間にわたり収益を認識する工事請負契約及び不動

産売買の契約において、契約に基づき顧客から受け取った履行義務充足

前の前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取

り崩されます。契約負債の減額は主として前受金の受取り（契約負債の

増加）と収益認識（同、減少）により生じたものであります。

３．当連結会計年度の期首時点の契約負債残高は、当連結会計年度の収益と

して認識しており、翌連結会計年度以降に繰り越される金額はありませ

ん。

②残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいては、予想される工事請負契約期間が１年を超える取引はな

いため、残存履行義務に係る開示を省略しております。

　また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない金額はあ

りません。

７. １株当たり情報に関する注記

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

８. 企業結合に関する注記

（取得による企業結合）

　当社は、2023年３月16日開催の取締役会において、株式会社ヤナ・コーポレーショ

ンの全株式を取得し、子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締

結するとともに、2023年５月１日付で株式の取得が完了いたしました。

(1) 企業結合の概要

①被取得企業の名称及び事業の内容

企業の名称　株式会社ヤナ・コーポレーション

事業の内容　建築事業、土木事業、リフォーム事業、飲食業、その他
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②企業結合を行った主な理由

　今般、株式を取得する株式会社ヤナ・コーポレーションは塗装工事を中心として

創業して以来、業容を拡大し、現在では主に総合リフォーム工事を行っておりま

す。「安心・安全・快適な住まい造り」をモットーに、これまでに培ってきた技術

力を基盤に、地元にて確固たる地位を築いております。

　今回の子会社化を通じシナジーを創出し、リフォーム事業のさらなる拡大が期待

されるとともに、当社グループに迎える事により、当社の企業価値向上に資するも

のと判断したことから、当該企業の全株式取得（子会社化）を行うことといたしま

した。

　株式会社ヤナ・コーポレーションを子会社化することで、首都圏におけるリフォ

ーム事業の事業拡大を図るとともに、グループシナジーの一層の追及を図り、持続

的成長の実現に取り組んでまいります。

③企業結合日

2023年５月１日（みなし取得日2023年７月31日）

④企業結合の法的形式

現金を対価とした株式取得

⑤結合後企業の名称

変更はありません。

⑥取得した議決権比率

100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得する株式譲渡契約を締結したことによるもので

す。

(2) 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

当連結会計年度は貸借対照表のみを連結しているため、被取得企業の業績は含まれ

ておりません。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得原価の対価（現金）　60,000千円

(4) 主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリー業務に対する報酬等　27,950千円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

27,079千円
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流動資産 51,705千円

固定資産 96,817千円

資産合計 148,523千円

流動負債 82,269千円

固定負債 33,332千円

負債合計 115,602千円

②発生原因

主として、株式会社ヤナ・コーポレーションの今後の事業展開により期待される超

過収益力であります。

③償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(7) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の

連結損益計算書に及ぼす影響の概算額およびその算定方法

　当連結会計年度における影響の概算額の算定が困難であるため、記載しておりま

せん。

９. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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建物 ４年～39年

車両運搬具 ２年～５年

工具、器具及び備品 ２年～６年

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

a.子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

b.その他有価証券

・市場価格のない株式等以外 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

　のもの し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

・未成工事支出金 個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を

採用しております。

・販売用不動産 個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を

採用しております。

・材料貯蔵品 最終仕入原価法(貸借対照表価額は、収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用

しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

③リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

(3) 繰延資産の処理方法

株式交付費 株式交付費は、支出時に全額費用処理しておりま

す。
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完成工事高 4,044,770千円

(4) 引当金の計上基準

①貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の

うち当事業年度の負担額を計上しております。

③株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、

株主優待の利用実績に基づいて、将来発生見込額

を計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

　当社では主たる事業であるリフォーム事業においては、顧客との工事請負契約に

基づき、施工を行い引き渡す義務を負っております。工事請負契約については、履

行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益

を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りは各工事単位で

材料費及び外注費の見積工事原価総額に対する発生原価の割合（インプット法）に

よっております。

　また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないものの、

発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識し

ております。

(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

　譲渡制限付株式報酬制度に基づく報酬は、報酬債権を付与日における公正価値に

基づいて測定し、対応する金額を資本の増加として認識するとともに、報酬費用を

対象勤務期間にわたって費用として認識しております。譲渡制限付株式報酬の公正

価値は、付与した当社の公正価値を参照して測定しております。

２. 会計上の見積りに関する注記

　　一定の期間にわたり履行義務を充足する工事契約に関する収益認識

　　　(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　(2)会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　　　①算出方法

　　　　　一定期間にわたり充足される履行義務のうち、合理的な進捗度の見積りができ

るものについては、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき

収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度は、各工事単位で材料費
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(1)有形固定資産の減価償却累計額 71,630千円

(2)関係会社に対する金銭債権、債務

短期金銭債権 4,076千円

短期金銭債務 4,539千円

営業取引以外の取引高 4,126千円

普通株式 716株

及び外注費の見積工事原価総額に対する発生原価の割合（インプット法）で算出

し、完成工事高は当該進捗度に工事収益総額を乗じて算出しております。

　　　②主要な仮定

　　　　　一定の期間にわたり履行義務を充足する工事請負契約に関する収益認識の基礎

となる工事原価総額は、資材や外注費等の市況や工事進捗に伴う個別のリスク要

因等を考慮し見積りを行っております。これらの見積り及びその基礎となる過程

は継続して見直しを行っております。

　　　③翌事業年度の計算書類に与える影響

　　　　　工事は案件ごとに仕様や工期が異なる個別的なものであり、主要な仮定には不

確実性が伴います。そのため工事の進捗に伴い主要な仮定に変動が生じた場合、

翌事業年度の計算書類において認識する完成工事高の計上に影響を与える可能性

があります。

３. 貸借対照表に関する注記

４. 損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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繰延税金資産

貸倒引当金 152千円

賞与引当金 2,327千円

未払社会保険料 373千円

未払事業税 3,219千円

資産除去債務 1,277千円

株式報酬費用 4,217千円

その他有価証券評価差額金 1,440千円

その他 183千円

繰延税金資産合計 13,191千円

繰延税金負債

資産除去債務に対する除去費用 △1,018千円

繰延税金負債合計 △1,018千円

繰延税金資産の純額 12,173千円

(1) １株当たり純資産額 1,401円13銭

(2) １株当たり当期純利益 105円69銭

６. 税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

７. 関連当事者との取引に関する注記

　該当事項はありません。

８. １株当たり情報に関する注記

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

９. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

10. その他の注記

　該当事項はありません。
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